
〇 平成31年度特別区基準保険料について

（数値は、東京都資料に基づく）

【東京都】 【特別区】 〈被保険者数〉

〈経費〉 〈財源〉 〈経費〉 〈財源〉 一般 介護

東京都 294万人(100.0%) 100万人(100.0%)

合計 納付金必要額 納付金合計 賦課総額合計 特別区 203万人(  69.0%) 71万人(  70.4%)

1兆447億円 4,388億円 3,112億円 2,780億円 新宿区 9.6万人(    3.3%) 2.9万人(    2.9%)

(42.0%) (86.5%)

〈内訳〉 所得割 〈賦課限度額控除後基準総所得〉

・医療給付費 〈内訳〉 〈内訳〉 賦課割合 一般 介護

8,078億円 ・医療分 ・医療分 58% 東京都 2兆2,615億円(100.0%) 1兆28億円(100.0%)

・後期支援金 2,182億円 1,943億円 特別区 1兆5,993億円(  70.7%) 7,270億円(  72.5%)

1,729億円 ・後期支援金分 ・後期支援金分 新宿区 684億円(   3.0%) 274億円(    2.7%)

・介護納付金 668億円 600億円

640億円 前期高齢者交付金 ・介護分 ・介護分 〈特別区基準保険料賦課額〉

2,446億円 262億円 237億円 所得割 均等割

(23.4%) 基礎分 1,127億円 816億円

348億円 252億円

均等割 介護納付金分 128億円 109億円

国・都公費等 賦課割合 ＊ 介護分の賦課割合は所得割54％、均等割46％

3,613億円 42%

(34.6%)

〈特別区基準保険料率〉

特別区激変緩和 155億円 所得割 均等割

国・都公費等  (4.9%) 基礎分 7.25/100 39,900円

278億円 (8.6%) 2.24/100 12,300円

保健事業費等　101億円 介護納付金分 （各区で設定） 15,600円

後期高齢者支援金分

後期高齢者支援金分

特別区分

70.9％

被保険

者数と

所得の

シェア

や医療

費指数

等に基

づき按

分

所得割は、所得階層別動向

等踏まえ総所得を別途推計
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